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1 目的 ～三重県職員防災人材育成指針がめざすもの～

'( 1）三重県職員防災人材育成指針策定の背景

（社会的背景）

－南海トラフ地震の発生が危慎されていることや、近年の風水害の激甚化の状況を踏まえる

と、「いつでもj「どこででもj「誰でちJ被災する可能性があります。

－社会力t高度に発達し、各々の社会活動は複雑に関係しあいながら形成されているため、一

部の被害が社会全体に影響を及ぼしていること、また、コミュニティの弱体化など社会の

変化に応じて、被害の発生形態也変化していることから、社会のごく一部の災害への備え

のみでは対処できず、社会のあらゆる分野で災害への備えが求められてきています。

・一方被災地では、被災者の生活再建と地域社会のより良い復興を早期に成し遂げるため、

スピード感のある復旧・復興が求められています。

（行政職員の状況の概要）

・発災後は、膨大な災害対応業務に追われることになりますが、それら業務は平常時に扱う

ことが少ないことから、行政職員にとって過去に被災経験が無いために、自らがすべき行

動がわからない状況になっています。

・そのため、先の見えない慣れない業務は職員の心身に多大な負荷を与え、特に甚大な被害

を受けた自治体では、うつ病の発症などメンタル，ヘルスの課題が発生しています。

－また、大規模災害の被災自治体では、復旧・復興のために他自治体の応援職員を長期にわ

たって必要としています。

－南海トラフ地震では三重県全域に甚大な被害の発生が想定されるため、多くのマンパワー

を必要としますが、関東地方から九州地方にも甚大な被害が発生する広域災害となるため、

三重県に対する国や他自治体による応援が手厚く行われるとは限りません。

図1 フィリピシ海プレートの沈み込みが起こす巨大地震（三重県防災刀イドブ‘ックより）
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－以上のような状況が想定されているにち関わらず、全ての職員が平常時から防災・減災に～

ついて自分事として日常的に取り組めているとは言い難い状況です。

・また、行政職員に対する防災・減災に係る人材育成は十分に行われているとは言えず、特

に防災担当職員以外の職員にとって、防災・減災に関して学ぶ機会が少ない状況です。

(2）三重県職員防災人材育成指針策定の目的

（行政職員に必要とされていること）

－三重県職員にとっての最大の使命は、県民の生命と財産を守ることとし、災害発生後であ

ってち、行政機能を継続することが必要です。

・災害発生後は、災害関連死を防止することはもとより、被災者の早期の生活再建や、復旧、

そしてより良い復興を県民とともに成し遂げていくことが必要です。

－災害への備えは行政、防災関係機関が担う「公助jだけでは無く、自らの身の安全は自ら

守る「自助j、自らの地域は皆で守る「共助Jが必要不可欠です。それら自助・共助の意識

や取組を進めるためには、自らの地域の災害リスクを認識することが最も重要であること

から、職員が率先して三重県で想定される災害リスクを認識することが必要です。

図2

－各職員が自らの身を自ら守る「自助jの取組を進めることが、被害を軽減させ、さらに災

害対応を行うことができる人材を多く確保することに繋がることから、職員の災害への備

えを組織として進めることが必要です。

－各職員が防災・減災について「自分事」としてとらえ、日常的に災害に備えることが必要

です。日常的に災害への備えを進めることが、発災後の被害軽減につながります。

・過去の災害の教訓を含め、さまざまな知識・情報の共有や組み合わせを進めることによっ

て、分野横断的な連携により、あらゆる分野の災害への備えが進むことから、被災地派遣

経験など各職員が持つ経験や知識を共有・補完することが必要です。

－事前の備えや発災後の対応を迅速・的確に行うためには人材育成が必要です。

2 



（指針の必要性）

・職員の防災人材育成を行う際には到達目標となる職員像や行動原則が必要となるため、中

長期的な育成の指針となる「三重県職員防災人材育成指針Jを策定します。

（指針の位置付け）

・本指針は、三重県防災対策推進条例第32条に基づく「県が講じなければならない人材育

成に関する措置」の具体的な方向性を定めた指針として位置付けます。

・また、災害対策基本法第47条の2に基づく「災害予防責任者（三重県知事）が行うこと

に努めなければならない防災教育の実施Jの具体的な方向性を定めた指針としても位置付

けます。

－本指針に基づき、三重県職員の防災人材育成を計画的、に進めます。

・本指針に基づく取組は、「三重県職員人づくり基本方針jに基づく人材育成の取組みと連

携しながら進めます。

災害対策基本法

-Or~~品1第32条

【義務規定】

〈 ~ 5三重一一一く一一ない
人材育成に関する措置Jの具体的な方向性を定めた指針

計画的な防災人材育成の実施

（三重県防災対策推進条例）

第32条（職員の人材育成）

図3 指針の位置付け

県は、災害発生時等において、防災対策に関する責務を最大限に果たすため、あらかじめ人材

育成に関し、必要な措置を講じなければならない。

（災害対策基本法）

第47条の 2（防災教育の実施）

災害予防責任者は、法令又は防災計画の定めるところにより、それぞれ文は他の災害予防責任

者と共同して、その所掌事務又は業務について、防災教育の実施に努めなければならない。

[lj主
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2 災害対応を行う行政職員の現状と課題

防災人材育成上、iどのような職員を自指すべきかについて検討するため、予め現状の課題

を整理します。

( 1 ）過去の大規模災害で見られた行政職員の災害対応の課題

0阪神・淡路大震災、東日本大震災、熊本地震、平成30年度に発生した災害等の対応を

行った行政職員に見られた課題は次のとおりです。

阪神省淡路大震災 東日本大震災 熊本地震 平成30年7月豪雨

図4

l：諮れなければな
λらないが、何から
侍をどうすればい

いのか分がちず、
とにかく不安だけ
が広がった。

被災地支援さ二じて
業務i三臨む之とがた
多がったぢのの、
普段の業務（;jち活；
用できる学びが数
ι多くーあった。ι三＇，

三平常持iξ関係諜左
連携する機会が少
ない自治体｛まi災
害詩七連準が難与
がフたぷじー→二つ：ー

被民自治体職員の手記等から抜粋
平成30年度

入と防災未来センタ一派遣職員
の支援実態から整理

過去の大規模災害で見られた行政職員の災害対応の課題

過去の大規模災害の検証等を踏まえて、各種計画やマニュアル等が見直されてきている

にち関わらず、上記のとおり、近年の災害においても同様の課題が発生しています。

一方、「平常時の業務に取り組む姿勢が災害時にも活きたJ、「災害時の業務が平常時の

業務に活用できるj、といった意見古見られました。
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(2）三重県職員の現状と課題

0事前の備えや災害時の行動に関する現状と課題について、三重県職員の意見照会を行

い、その結果を整理しました。

課題カ暁生す石原因

防災に携わってい
ない職員には学ぶ
チャンスが少ない

課題

l之斜；＼＇J~；
I)~）ぎ（＇狩y九

i：謬lf1
～·：／•＇ι半ぷTu 1二作：＇.：；：.•，：：：j•;:;•,.'t, .• ：・，、＇：：刊行孔

被災状況により何を「
すべきか優先順位が
わからない十
災害時の累全体の業ー
務や役割について理
解できていない。

三重県職員の現状

〈竺〉

ぐ ::::J=--
指示待ぢの職員が
多くなってしまう。

図5 三重県職員の防災・減災に関する現状と課題

三重県では近年災害が発生しそれら災害対応を経験していますが、経験のある職員は一部

に留まっており、三重県職員全体としては過去の大規模災害における行政職員と同じ「4つ

の課題Jが懸念され、その結果各職員の備えが進んでいるとは言い難し＼~犬況となっています。

く4つの課題〉

そして、 これら課題が発生する原因は次の2点であると考えられます。

く2つの原因〉

原因1

原因2

防災関係業務に彊接携わっていない職員は、防災に関する専門的な知識を研

修や訓練等かち習得したり、 e被災地か8体験的に学ぶチャシスカt少ない。

防災関係業務に携わった職員は別として、一般的に、防災に関する専門的な

知識を有して、指導できる人材は多くないため、 OJTで学ぶととも少ない。
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そのため、三重県では背景や目的、そして上記課題を踏まえ、目指すべき職員像を明確にし

たうえで、人材育成の取組を進めることとします。

3 目指すべき職員像

(1）目指すべき職員像

O社会的背景や行政職員に必要とされていること、そして災害対応を行う行政職員の現

状と課題を踏まえ、目指すべき職員像は以下の通りとします。

0三重県職員は、この職員像に基づき行動することを目指し、平常時から能力向上を行い

ます。

【職員像】

（三重県職員が目指す職員像）

－災害からの被害を軽減するため、発災前から自分事として県民とともに日常的に防災・

減災に取り組みます。

・発災前、発災後に関わらず、被災者の災害への不安を払拭できるよう、高い使命感を

持って自ら積極的に行動します。

・発災後は助かった被災者の災害関連死を防ぎ、早期の生活再建を達成できるよう、ス

ピード感を持って対応します。

－現場を重視し被災者と向き合い、地域社会にとってより良い復興を多様な関係者とと

ちに考え達成していきます。

（「防災の日常化Jとは）

防災の日常化とは、「防災が特別なちのではなく、日常生活の中に溶け込み、県民の

災害対応力がいつの間にか養われている状態Jであり、三重県では「防災の日常化Jの

定着を図るため取組を進めています。

地震災害については、いつか来る「将来に向けた備えJとして、風水害については、

いっち来る「日々の備え」としての「防災の日常化jの取組を進めます。
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(2）職員の行動原則

O職員像に沿った行動を行えるよう、職員の具体的な行動の指針となる「行動原則jを規

定します。

0過去の大規模災害を経験した職員の証言として「平常時の業務に取り組む姿勢が災害時

にち活きたjとあるように、災害発生後の職員の行動には平常時の取組姿勢が影響しま

す。また、災害時には平常時に培った能力しか発揮できないとも言われていますーそのた

め、災害時においてち、「三重県職員人づくり基本方針」に定める職員の基本姿勢は重要

な1以尋です。

Oまた、災害への備えや発災後の職員の1()q尋としては、危機対応の原則である「プ口アク

ティブの原則jち重要です。

（※「ブロアクティブの原則」…米国における危機対応の原則）

（参考掲載）プロアクティブの原則

・疑わしいときは行動せよ
・最悪の事態を想定して行動せよ
・空振りは許されるが、見逃しは許されない
or三重県職員人づくり基本方針」に定める平常時における職員の基本姿勢に加え、「プロ

アクティブの原則jの考え方を の
t対話j号線？季語弘係：£＼＇｛務総長令 i総長主若手：~｛援慈緩紫投手立

行動の土台とし、それらを踏まえ rsつの行動原則jを規定します。

0これら「5つの行動原則」は、実際に被災地で活動した職員の経験で得られた知見をも

とに、災害発生前から発災直後、そして復旧・復興と一連の災害対応に治いて職員に求め

られる行動として整理しました。

三重県職員防災人材育成指針

（ブロアクティブ、の原則）

三重県職員人づくり基本方針

図6 三重県職員防災力育成指針と三重県職員人づくり基本方針の関係
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く5つの行動原則＞

行動原則1 被災地か6学び備える ~－－－ •••• J 
過去の災害で必要とされた業務などを学ぶととちに、三重県の災害リスクを正確に把握

した上で、社会の変化に伴う新たなリスクに備えなければなりません。

また、自らが担当している業務が災害時にはどのような業務となるのか理解しておくこ

とが重要であり、それを怠ると、災害時には絶対に行動できません。

これら備えは、あらゆる分野の多様な関係者ととちに情報を共有し連携しながら継続し

』ていくことが必要です。

河原即時と目的φ命足時七九思の吟財産を守る－ _ _J 
県民の期待に応えるためにち、職員は決して命を落としてはいけません。先ずは自らの

心身の安全を確保することが最古重要です。同時に、安心して業務を行えるよう、家族等

の安全を確保しておくことも重要です。

これらにより初めて県民のために活動する己とができるため、職員自らの生涯設計に、

災害に遭遇した場合を想定しておきます。

l：：戸時間3 災害対応は時間との戦し切符ゐ率斗七年前三＿C； ~i二二］
災害対応は時間との戦いになります。先ずは早く参集レます。

次に、災害によって十分な体制で対応できないことちあること力、ら、各自がすすんで役

割を担うために最悪の事態を想定し率先して行動する必要があります。

その際、災害対応は県民の回線に立って考え、県民ととちに対応していくちのであるこ

とを意識します。

また、旧来の手法にとらわれていては十分な対応ができないこともあることから、新た

な技術の活用ち含め、臨機応変かつあらゆる手法を考えて対応します。

［符勤閥4多様な被災者二一ズに応えるため、各自の業務を越えて践する二l
災害発生後は多様な被災者ニーズが同時多発的に発生することから、県庁の総力を挙げ

対応することとなり、各自の業務古場合によっては一時中断し、より優先度が高い業務を

行います。

また、災害対応はスピード感がより重視されるため、通常業務以上に組織田連携やチー

ムワークを重視し、所属内外において積極的なコミュニケーショシを図ります。そして、

災害対応の一義的な賓任を負うこととなる市町の活動を支援し、園、 NPO、民間団体など

支援を行う多様な関係者との連携を積極的に行います。
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i行動閥5地域社会のより良い復興を念頭！こ、需！こ一歩先を見据える ］ 
目前の課題に対する対応や処理は必要ですが、災害時には断片的な情報しか入らないこ

とが多くあります。そのため先の展開や他への波及をイメージしながら行動します。

また、被災者の将来に対する不安を少しでち払拭し、多様な関係者とともに地域社会の

より良い復興を成し遂げるため、将来への見通しとなるロードマップを示します。

4 三重県職員防災人材育成の方向性

( 1）職員が身につけておくべき能力

0大規模災害における被災経験職員の証言などから、平常時に身につけた能力が災害時

に発揮された事例があります。職員が身につけておくべき能力は、平常時の行政運営に

おいて必要とされている能力がペースとなります。

0平常時は「三重県職員人づくり基本方針jで定める職員像を目指して能力向上を図るこ

ととし、職員の防災人材育成は、災害時にさらなる能力が発揮できるよう、 2( 2）に

ある「4つの課題jの解決を目指していくこととします。

0三重県職員防災人材育成指針では、職員が身につけておくべき能力は、これら4つの課

題に各職員が防災について「自分事jとなるよう「心構えjを加えた次の5項目とする

こととします。

0また、身につけておくべき能力は、各職員の役割や職階により異なることから、「役割

別jと「階層別jに分けて取組を進めることとします。

これら取組を通じて、職員は各自の役割や階層に応じて、研修等へ積極的に参加するこ

とで「自分事jとして能力向上を目指します。
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さらに、 2 (2）の課題を解決できるよう、防災関係業務に直接携わることの少ない

職員を対象とした研修やOJ T等の実施と、平常時に防災関係業務を扱うことの少ない

職場における指導的立場の人材育成等を念頭に置くこととします。

(2）役割別の取組の方向性

く役割別＞ 災害対策本部統括部配備要員、地方統括部配備要員、緊急派遣チーム、

各部局職員といった、災害対応において予め各職員に割り当てられた役割

ア．災害対応において予め各職員に割り当てられた役割

謹罰lJim翠量く意怒？尖定＞

本部長（三霊祭知事）

副本部長（副知事）

冨j本部長（危機管理統括監）

本部員（部局長）

く実行：＞

望号数病企出黒濠農場環子 E主総戦妨

察膏読書量約土汚林域境ど療務 E苦災

本委事庁局笠経水運生ち保部会対

部員業 f寵済産鏡活・｛遺 留策

会庁 部郡部昔日吉F福部 郡部

毒華 社

務 部

局

災害対策統括会議

地方統括部

轟轟轟轟語調

緊急派遣チーム

図7 三重県災害対策本部紅織図（三重県災害対策本部運営要領より一部加工）

総括部隊 ※年度当初に災害対策統括部の各役割に就く配備要員の名簿を作成

書事、部隊、隊及び斑名 曜違名 平野寺の職名（必要職員数）

総務部隊（79）※派遣主主の場合 部隊長 務災対策部長

(82）※応援・受t譲渡の場合 劇部隊長 奇襲絡企画部長

総務部長

出総局長

総括隊（45）※派遣斑の場合 隊長 紡災対策部次長

(48）※応援・受援涯の場合

総括縫（9) 務Hを E右災対策部災害対策謀長
務員 防災対策部災害対策課（。

紡災対策部防災企重苦・地域支援諜（1)

防災対策部危機管理事長（1)

戦時企画認戦絡会酒総務諜（の

（燃料・電力・ガス供給担当）（1) 凝主主 務災対策部災寄対策課（1)

｛脊幸臣液(14) 波長 務災対策部防災念頭・地竣支援課長

事E員 紡災対策総防災企震・地減交祭事長（10)

戦略企爾部（1)

総務部（1)

出納｝笥（1)

（参考）災害対策本部統括部の編成（三重県地域防災計画より抜粋）
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0 「本部員会議Jを構成する職員は、災害対応に係る意思決定を行うため、被災者の早期

の生活再建と地域社会のよりよい復興を実現するため、常に一歩先を見据える能力を必

要とします。

0本部員会議で行う意思決定を支援するため、災害対応に関する情報収集・整理・分析、

対応方針の立案、各災害対応の調整を災害対策統括部が行います。そのため、「災害対

策統括部の配備要員Jは、本部員会議を構成する職員と同様、常に一歩先を見据え対応

方針を立案する能力ととちに、円滑な災害対応を行うために災害対応のマネジメン卜能

力を必要とします。

0 「地方統括部、及び緊急派遣チームの職員」は、災害対策統括部が行う対応方針の立案

に必要となる被災状況や被災地（被災市町）のニーズ把握のため、より地域に密着した

情報収集を行うことができる能力を必要とします。

0 「各部局等の職員jは本部員会議の意思決定、災害対策統括部の調整結束を踏まえ、ス

ピード感を持って、割り当てられた個別業務を確実に実行する能力を必要とします。

0「災害対応業務に割り当てられていない所属の職員」は、他の所属の業務や市町等の業

務を応援する場合があることから、災害対応に関する基礎的な能力を必要とします。

イ．役割別に必要となる能力

め職員

図8 役割別に必要となる能力イメーラ

（ア）役割別に必要となる能力

0「災害（被災）イメーラ力」は災害時の課題を発見するために必要とされる能力であり、

また「災害対応の全体像把握力jや「心構えJは、各職員が何をすべきかを理解するため

に必要となる能力であることから、これら能力は全ての役割！こ必要な能力とし、「災害対

応のマネジメント能力jや「個別業務の処理能力Jについては各役割に応じて身につけて

おくべき能力とします。

11 



0災害対策統括部配備要員は、特に「災害対応のマネジメント能力Jの向上を、各部隊や各

部局等の職員は、特に「個別業務の処理能力jの向上を目指します。

（イ）防災スペシャリスト人材

0大規模災害は誰ちが経験するわけではなく、多くの職員にとって初めて経験することと

なります。そのため、、発災後に的確に指示を出せるよう上記能力を包括的に有するとと

もに豊富な経験を持ち合わせた人材右必要となりますョさらに、現在の災害対応は多く

の関係者と連携して対応する必要があります。そのため、県内外に災害対応に係る人脈

を有する人材古必要となります。そこで、それら役割を担うことができる能力を有する

「防災スペシャリスト人材jの育成を行います。

ウ．取組の方向性

O全ての職員の各役割に応じた能力を向上させるため、各職員は研修（訓練）ヘ積極的に

参加すると，ともに、各職場でOJTの取組を行います。

0災害対策統括部、各部隊（部局）、地方統括部、各所属等は、発災後の業務のE里解と、事

前の備えを促進させるため、それぞれ研修（訓練）及び0J Tを実施します。

0各役割に共通で必要となる事項

防災対策部で情報収集・教材作成を行い、研修（訓練）及びOJTを実施します。

【主な能力向上項目「災害（被災）イメージ力」、「災害対応の全体像把握力j、

「心構えj、「災害対応のマネジメント能力j

0各個別業務に係る処理能力向上のために必要となる事項

各部隊、地方統括部、各所属等で情報収集・教材作成を行い、個別業務に係る研修（訓

練）及び0J Tを実施します。

【主な能力向上項目】「個別業務の処理能力j

写真1：役割別研修の様子 写真2：災害対策本部活動（警戒体制）の様子

（地方部・緊急派遣チーム）
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(3）階層別の取組の方向性

く階層別〉 組織としての業務遂行上の役割に応じて分けられた階層

ア．階層別にt必要となる能力

-:i墨書圃圃園田園田堕瞳瞳塑型車Z同盟瞳醸聾髄麗輯轟轟瞳聾量謹盈彊瞳腫盟盟臨調

業務遂行能力 ＋ 

課題発見能力 ＋ 

県職員としての姿勢

災害時にあ要となる能力

※若手、中堅、管理職の区分の考え方は「三重県職員人づくり基本方針」と整合を図ります。

図9 階層別に必要となる能力イメーヲ

0過去の大規模災害の災害対応を経験した職員が「平常時の業務に取り組む姿勢力T災害時

にち活きたjと述べたように、災害発生後の職員の行動には平常時の取組姿勢力t影響し

ます。その一方で、行政職員にとって過去に被災経験が無いために、自らがすべき行動

がわからない状況になっており、先に述べた4つの課題が発生しています。

0各職員が持つ能力を災害時でち発揮することができるよう、平常時に各階層で必要とな

る能力と関連する能力の向上を行います。

0く身につけておくべき能力＞の中で「個別業務の処理能力Jに関しては主に役割別の取

組で能力向上を目指すこととし、「災害（被災）イメージ力J「災害対応の全体像把握

力jf心構えJ「災害対応のマネジメント能力Jの向上に係る取組を行います。

0階層別の取組では、災害対応！こ関する業務経験の有無なども含め、様々な分野で業務を

行う職員間の意見交換の場を設けることにより、三重県職員全体の底上げを図ります。
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イ町取組の方向性

O職員は各階層に応じた研修に積極的に参加して能力向上を目指します。

0職員が防災に関する知見を得ることができるよう、「階層別研修jを行います。

0階層別で行う職員の防災人材育成は、防災に関する研修等を通じて、平常時の能力向上

に也寄与できるように取り組むこととします。

0県職員としての基礎を形作るのは若手から中堅職員の時期であることから、若手～中堅

職員までの育成を重視し、災害対応に関する被災者目線に立った「災害（被災）イメー

ラ力」（課題発売能力）や「災害対応の全体像把握力J（企画立案能力）の向上など、 主

体的に考え自ら行動できる職員の育成を図ります。

or災害対応のマネラメシト能力J（マネラメント能力）を備え、発災後に指揮がとれる
人材を確保するとともに、平常時においても各職場において指導的役割を果たす職員の

育成が必要不可欠であることから、管理職等における防災人材や指導的役割を果たす職

員の育成を図ります。

写真3：階層別研修（課長等防災研修）の様子
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(4）育成手法別の取組の方向性

職員の育成を行うにあたり、「研修j「OJ T J f人事j等の育成手法に注目し、次の点

に留意した取組を進めます。

ア．研修

・災害対応を疑似体験（災害エスノグラフイー研修等）した上で、発災前、発災後におけ

る各自・各所属の行動を具体的にイメージして行動ができる手法を新たに導入します。

－研修では、三重県の過去の災害記録や、全国各地で発生している大規模災害における災！

害対応記録を活用します。

－研修で用いる教材の作成にあたっては、被災経験職員や災害派遣経験職員の対応プロセ

スを把握できる「災害工スノグラフィーj等を収集・整理し共有します。

－受講する職員の属性に応じたわかりやすい研修を実施します。

イ. 0 J T 

・BC Pや各種マニュアルなどの見直しを行います。

－人事異動の際には、各職員が日常的に担当している災害対応業務に加え、災害対策統括

部に関する業務や、非常時優先業務（通常業務）についても確実に引継ぎを行います0

．平常時に業務を行う相手と災害時の対応について意見交換を行います。

－被災自治体への職員派遣を積極的に行います。

－被災経験職員や災害派遣経験者の体験を共有する場を積極的に設けます0

．ボランティア休暇を活用した災害ボランティアへの参加を促します。

・県や市町の災害対策本部や水防本部とし1った災害対応を多くの職員が実際！こ体験する機

会を設けます。

ウ．人事

・災害発生後の業務は平常時に扱うことが少ないため、所属へのノウハウの蓄積が難しい

ことから、それら業務に精通する職員の配置が必要不可欠で、す。そのため、業務経験等

を有する職員の適材配置などに努めます。

－スペシャリストコースを活用し、災害対応業務を包括的に把握し県内外の災害対応に係

る人脈を有する「防災スペシャリスト人材jを育成します。

工普及啓発等

イ目指すべき職員像Jや「職員の行動原則」を職員がより認識できるよう、わかりやすい

資料の作成・配布などを行い指針の普及啓発を図ります。

オ．計画的な育成

・毎年、研修計画等を定めた「三重県職員防災人材育成計画Jを策定し、計画的に取組を

進めます。
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(5）能力向上のための取組のロードマップ

0本育成指針を通じて、 5年以内に全ての職員が行動原則に沿った知識や心構えが身に

つくように取組を進めます。

0本育成指針は、今後発生する大規模災害の検証結果を踏まえて、適宜見直すこととし

ます。

5 重点的取組事項

防災人材育成の取組において、特に重点的に行う事項は次の通りです。

0 「災害の経験が無いJことが職員の能力に最も影響を及ぼすことから、「災害（被災）イ

メーラ力j向上のための取組を最古基本的かつ重要な取組とします。

0 「すべき行動がわかちないjといった課題を解決するため、「災害対応の全体像把握力J

向上のための取組についてち重点的な取組とします。

0育成を行う上では職員、各所属が自ら検討するプロセスが重要と考え、各部隊や各所属

等での石刑i妻（訓練）及びOJ Tの取組について重点的取組に位置付けます。

0各部障や各所属等で自主的かつ継続的に研修が実施できるよう、標準教材の作成や指導

的立場の人材育成など環境整備に取り組みます。
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く役割別防災人材育成の取組の全体像＞

8縫製霊協議費告書a~ 確実施
く主な取組内容＞く主な恥組目標〉

三【行動原則I】
イ被災地の状況を自らの立場に置き
}J＇えて考えてbるs
【行動原則21··•· 
t自らの災害への備えを考える。
【行動雇員041二
・担当業務以外の業務の支援を行う場合三」
があるととを認識じておく二

職員
全員

f一一一＼

多くの
職員｛ζ
経験の
機会を
つくる
＼一一＿＿）

対象
職員

諸
藩
・
1

穿
露
品
開
U
よ
ー
さ
円
U
L
Q

【研修1
・役割別研修・訓練（所属別）の開催 一
・所属長は階層別研修（所属長）ヘ参加

【OJτ】
乙Bc. Pや危機管理マ＝ユアJl確認など
所属内で意見交換する場を設ける
ー被災経験職員、災害派遣経験職員
との慣報共有の場を設ける
m平常時の業務相手と災害時の対応
について意見交換を行ラ岳

[0JT] 

．：被災自治体への支援tして関係
職員を積極的に派遣
・被災経験職員ょ→災害派遣経験職員
との情報共有の場を設ける 一

・災害対策本部、水前本部等の
災害対応を経験する機会〆

［人事】
一指導的立場の職員を配置

【行動原則1]
・各災害対応業務が発災後にどうなるのが
被災自治体の状況を確認する。
【行動原則2】一J
－各部階（部局） ・地方部の職員が安心
して活動できる環境を考える。
【行動原則31
・発災後の部蹄（部局） ・地方昔日の業務
について事前！こ理解を深める。
【行動原則4]
・災害時の組織マネラメンードを考える。
．発災後の被災者ニーズを考えるi
【行動原則Sl
．各部隊！こ係る被災者ニーズがどのよう
に変化じていくのか考える。

[OJT] 

・被災自治体への支援として関係
職員を積極的に派遣
・被災経験職員、災害派遣経験職員
との情報共有の壇を設ける
e災害対策本部、水防本部等の
災害対応を体験する機会

［人事］
・指導的立場の職員を配置
－指導的立場の職員は専問機関等へ
派遣
・防災スペシャリスト人材の育成

17 
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ii.≪I・J行動原則1]
言ff1t発災後の災害対応業務全般がどのように
安なるのカ可皮災自治体の状況を確認するa
: ［行動原則2l
、？三重県の災害対策本部活動が安全に
実施できるため0罵境を考える。
【行動原則31

g ・発災後の災害対応全般についτ
事前に理解を課める。
I行動車買04]
－三重県の災害対応業務が円滑に実施
できるマネジメントを考える。
【持動車則Sl
4被災地のより畏い謹興とは何か考える
．より良い復興まで、のロードマップを
考える。



く階層別防災人材育成の取組の全体像＞

G窮災に菊する定期的な額楼機会
。各賠震の役割｛ζ応じた取組匡標

。職員の務災力膏成が平常時の能力向上へ繋がるような取纏

く平常詩に稽ラ能力〉 〈主な取組巨語〉 ＜主な取組内容〉
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